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ごく零細な企業を 除けば，複雑さを きね める 

現代の企業経営は ，繊密な会計的手法による 経 

営計画や経営目標の 導入なくしては ，経営者の 

経営責任が問われるのはもちろんのこと ，企業 

の存続すら全うしえないであ ろう。 少なくとも 

内部的には財務指標などの 形で公表される 具 

体的な経営計画あ るいは経営目標がどのような 

ゲーム論的プロセスを 経て決定されるかはとも 

かくとして， トップマネジメント は この計画の 

達成にかな うよう に下位管理者を 管理統制する 

のであ る。 そして， 中間管理者は ， その上位の 

計画や目標の 中で， 自分自身の担当部門に 直接 

関連すると思われる 計画や目標にそって ，各自 

の創意工夫を 加味しながら ，下位の計画や 目標 

を 設定し，管理統制する。 最後に一般従業員 

は， その直接の管理者の 指示を経て自己管理目 

標をたて，実行するのであ る。 もし，入念な 管 

理会計的計算によって 各計画あ るいは目標間に 

矛盾がなく，各人および 各部門の間でコンフリ 

クト がなく， さらに，各人が 余念なく最大の 努 

力をほらっても ，人間の管理能力あ るい ほ ，監 

督する物理的時間の 限界から，必ず 統制ロスが 

生ずるであ ろう。 この統制ロス は ，主に管理 統 

制 範囲 ( 各管理者の直接的な 部下の人数 ) に応 

じて逓増するものと 考えられる。 したがって， 

十全な経営管理か 実行されたとしても ，統制ロ 

スは回避しえない。 

本稿 は ， このような管理統制ロスを 伴った 現 

実の経営管理に 注目し，管理会計的色彩の 強い 

ステム 

啓 

新しい企業行動仮説を 提唱する。 そして， この 

仮説にもとづいて ，現代企業組織論の 懸案のテ 

ーマであ る組織の機能分析 (; クロ分析 ) と構 

造分析 ( マクロ分析 ) の理論的統一化を 試み 

る。 

1 では，組織の 機能分析と構造分析の 問題点 

と従来の研究成果を 簡単に紹介したのち ，組織 

の環境と機能の 関連を統一的に 整理する。 Ⅱで 

は ，組織構造を 明示的に規定し ， 新しい企業行 

動 仮説 ( これを， 「目標達成化仮説」 と名付け 
る。 ) によって，組織の 環境・機能・ 構造の統一 

化理論を展開する。 Ⅲでは，新しい 仮説と従来 

の仮説 ( とくに，利潤極大化仮説および 売上高 

最大化仮説 ) との組織構造上および 経済成果上 

0 差異を明らかにする。 

1. 組織の環境・ 機能 

広範な組織論の 潮流の中で，本稿に 関係のあ 

る領域を 2 種類に分けることができる、 ) 。 第一 

は，バーナードを 創始者とする 考え方であ っ 

て ，組織を構成する 個人の行動に 注目し，問題 

点としては，組織目標と 個人目標の調整といっ 

た機能分析が 中心となる。 いわば，組織の ，ク 

ロ分析ともいえる 接近法であ る。 第二 は ， ゥ ， 

一バ一の官僚制組織論の 流れをくむ組織の 構造 

1)  ここのパラバラフの 説明は，富永 [7] および 今 
井 [4] にもとづいている。 
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に 分析の焦点をおく ，組織のマクロ 分析ともい 

える接近法であ る。 第一については ，個人の心 

理学的側面に 立ち入りすぎて ，組織の構造とか 

組織の分権 と集権 といった組織論の 固有の問題 

領域を逸脱しているぎらいがあ るといわれる。 

また第二については ，最近流行の 環境適応理論 

における組織の 環境要因と組織構造の 実証的相 

関分析のように ，「なぜこ う い う 環境のもとでは 

こうい 5 組織構造になるのか」といった 理論的 

な 因果関係が十分解明されていたりといわれ 

る。 そこで，組織論の 今日的課題として ，第二 

のような組織固有の 問題領域を，第一の 接近法 

とのかかわり 合いのなかで 分析する必要性が 希 

求されている。 いわば，マクロ 組織論の，クロ 

的 基礎を構築しょうというわげであ る。 

本稿の目的は ，究極的には 上のような問題に 

対し挑戦するものではあ るが，まず，第一次接 

近として，企業組織における 機能の一側面とし 

て経営目標を 取りあ げ，それを媒介要因とし ， 

第二の問題であ る組織環境と 組織構造の因果関 

係を理論的に 解明しょうとするものであ る。 

われわれ自身の 理論モデルを 導入する前に ， 

従来理論的説明が 全くといっていしほど 行なわ 

れなかったいくつかの 実証成果を紹介する。 こ 

れらの実証結果の 理論的基礎は ， Ⅱで行なう。 

第 Ⅰは ， ウ " ドワードの研究報告であ って， 

それぞれ異なる 技術を用いる 業種で成功してい 

る企業は ， 異なった組織構造を 右しているとい 

うものであ る " 。 すなわち， 組織の統制範囲 

は，単品生産あ るい ほ 小規模， ソ チ生産の技術 

を有する企業がもっとも 広く，次いで ，大規模 

バッチあ るいは大量生産，連続・ 装置生産の順 

となっている。 組織の階層数は ， まったく逆の 

順序で，単品生産あ るいは小規模 バ，チ 生産の 

企業がもっとも 小さくなっている。 ところが， 

企業規模とこのよ $ に 統制範囲と階層 数 で決定 

される階層的組織構造とは 関連性が認められな 

い。 このような組織構造に 経済的特性を 付与す 

2)  ウッドワード [9] を参照。 

ることはきわめて 困難であ るので，技術という 

きわめて次元が 異なる要因との 関連性を，従来 

のような多かれ 少なかれ直観ないしは 常識にも 

とづく理論的アプローチでは 解明できないので 

ははないかと 思われる。 実際，ウッドワードは ， 

このような実証結果を 報告したにとどまってお 

り， 納得し ぅる 理論的説明には 成功していな 

い。 第二は，バーソ ズと スト一カ一の 報告であ 

って，組織構造は 環境の不確実性に 対応してお 

り ，不確実性が 高まるほど，統制範囲は 広くな 

るというものであ るの 0 これもウッドワード と 

同様に，次元の 異なる要因の 相関分析だげに ， 

ナイーブな理論的アプローチを 阻害している。 

第三は，最近「日本的経営組織」というテーマ 

のもとで議論のはなやかな 組織論の実証研究で 

あ る。 安積 他 a Ⅱは，高度経済成長期の 平均的 

な日本企業の 組織階層 数が ，それほどの 経済成 

長を経験しなかった 諸外国のそれに 比較し圧倒 

的に大きいとう 事実を報告した 4)0  これも従来 

の アプローチでは 説明困難な事実であ る。 

以上の相関分析の 実証結果は，機能あ るいは 

環境と構造との 次元が全く異なるために 理論化 

を困難にしている。 この障害を回避する 第一の 

手がかりとして ， p 一 レンス二口一シュ C5 コの 

重要な貢献を 指摘しておかねばならない。 彼ら 

は，企業の職能部門に 要求される内部特性に 注 

目した。 本稿でもっぱら 取り上げたいものは ， 

そのうち， 目標指向であ る。 これは，各職能部 

門の管理者が 自分に関係のあ る目標や目的には 

っきりと注意を 集中する性向のことであ る。 す 

なわち，企業の 木部あ るいは管理センターは ， 

利益率など財務指標に 注意を集中し ，販売部門 
は，売上高に ，製造部門は ， コストダウン や作 

3)  バーンズニスト 一力一の報告については ， ロ一 

レンス二口一シュ [5] を参照。 

4)  なお，安積他山は ， そこで得られた 階層 数の 
差異を統計的誤差と 処理し， この面での「日本 
的」組織構造はみ ぅ けられないと 主張してい 
る。 しかし，東田 [2] は，適当な統計的検定を 
待 た い ， 実際には強い 階層数の差異があ ること 

を指摘した。 
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業の能率に注意を 集中するであ ろう。 一方， " 

一 レンス二口一シュの 実証結果から ，本部あ る 

いは管理 セ ソタ 一 が直面する組織環境 は ，不確 

実がもっとも 高く ， 次いで販売部門の 順に，不 

確実性が低下してゆく 傾向を知ることができ 

る 。 これは，製造部門に 近づくほど，機械的な 

いしは公式的に 業務が運営されていることから 

考えても十分理論的根拠をもっているといえよ 

う。 ここでの目標指向の 一側面として ，利益 指 

向を考えることができるが。 すなわち，企業の 

利益 セこ 対する関心度合は ，木部あ るい ほ 管理 セ 

関連性をとらえることができる。 それをまとめ 

たものが，次の 表 1 であ る 6, 。 

表 Ⅰ 環境・機能の 理論システム 

㈹利益指向 大 中 り㍉ 

    大 中 ⅡⅡ 

  

ソ チ生塵 大量生塵   り 中 大 

ンターがもっとも 高く，次いで ，販売部門であ 

り，製造部門などは ，極端ないいかたをすれば ， 

企業の利益額などの 財務指標など 眼中にないか 

も知れない。 また，技術についても ，連続・装 

置生産の業種に 近づくほど機械的公式作業にな 

るので，利益などよりも ，作業能率やコストダ 

ウンに注意を 集中するよう。 こ なると思われる。 

これは，上に 述べた部門特性と 同じような論理 

であ る。 最後。 こ ，清水 [6] は，企業の環境要因 

の 一つとして，国民経済全体の 経済成長率を 取 

り上げ，低成長期ほど 利益指向が高くなる 傾向 

があ ることを報告している。 低成長期ほど 平均 

的企業は保守的になるので ， この結果も十分に 

説明力をもっているであ ろう。 

ローレンス二口一シュの 目標指向，特に 利益 

指向の概俳を 用いることによって ，組織構造を 

除いた環境および 機能面のみの 諸要因の理論的 

5)  ローレンス二口一シュ 自身は，利益ォ 目 向 という 
概念を用いていない。 しかし，目標指向のうち ， 

もっとも具体的な 形であ らわれてくるものほ ， 

企業利益に対する 各部門の関心度であ ろう。 し 
たがって， 利益指向を目標指向の 代表的性向と 
考えてもさしつかえないと 思われる。 また， 本 
部 あ るいは管理センターといった 部門もローレ 
ンス二口一シュには 出てこないが ， 企業利益な 

どの財務管理を 担当する部門が 不可欠なので ， 

それを本部あ るいは管理センタ 一に帰属させる 
のであ る。 明らかに，販売や 製造部門にくらべ 

て，主に財務管理を 担当する本部あ るいは管理 
センターは， もっとも不確実な 環境におかれて 
いるであ ろう。 

ここで，直接的な 因果関係を説明できるもの 

は，Ⅲと㈲および㈹と㈹ ( ローレンス二口 

一シュょり ), Ⅲと (4) ( 技術の機械的・ 公式ロ・ 9 

度合の差異により ), Ⅲと (5) ( 清水より ) であ 

る。 したがって，利益指向の 概念を用いれば ， 

組織の環境要因および 機能要因との 統一的な理 

論体系が確立される。 したがって，組織の 統制 

範囲と階層 数 で決定される 階層的組織構造と (4@ 

( ウッドワード ), (3) (,, 一 ノズニスト一カ づ 

および㈲ ( 安積 ) の実証結果に 対する理論的解 

明は ， 田の利益指向の 程度と組織構造との 因果 

関係が理論的に 解明されれば ，環境・機能・ 構 

造の統一的な 理論が打ちたてられたことにな 

る。 ところが， この関係を直観的あ るいは言葉 

の 論理で究明することは ，統制の範囲と 階層 数 

で決定される 組織構造が経済的概俳でないため 

に，ほとんど 不可能に近いと 思われる。 したが 

ってどうしても 形式論理を導入せざるをえな 

い " 。 結論を先取りしておくと ，利益指向， ょ 

9 具体的には組織の 目標利益が高いほど ，統制 

範囲は広く，階層数は 少なくなる " 。 

6)  より包括的な 環境，機能・ 構造の統一理論 は， 
Ⅱの表 2 を参照。 

7)  H.A, Simon; MOo イ els  Q ア 八仙 ん 1957  のま う 
な数学的アプローチ は ，その壮大な 貢献と影響 

にもかかわらず ，組織論の伝統からすれば ，む 
しろ例外的といえるのではないだろうか。 

8)  この証明 は， Ⅱで行な う 。 
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11. 組織の環境・ 機能・構造 

階層組織構造における 代表的変数であ る統制 

の範囲や階層数を 明示的に導入した 企業行動の 

理論は， おそらく ウ ィリ ア ムソン [8] が唯一で 

はないかと思われる。 彼の研究は，伝統的な 利 

潤極大化仮説および 経営者効用極大化仮説にも 

とづ い たものであ るが，残俳ながら ，その ょう 

な仮説では， 1 で述べたような 組織の機能と 構 

造の関連性を 明らかにすることはでさない。 そ 

こで，われわれがここで 新たに提唱するきわめ 

て現実的でしかも 操作可能な企業組織行動仮説 

を説明しょう。 第一に，現実の 企業は，いく っ 

かの経営目標の 達成を目ざして 運営されてい 

る。 今日のように 複雑な経営環境の 下では， 具 

体 的に数値で示された 経営目標を有しない 企業 

は，零細企業を 除けば，経営者の 管理責任が問 

われるのはむろんのこと ，企業の存続すらおば 

つかなりといえるであ ろう。 このことは，広範 

な 管理会計の手法が 今日の企業にとって 欠くこ 

とのできない 経営手段となっていることから 見 

ても異論のないところであ ろう。 企業の組織設 

計はこのような 経営目標の達成にかなりよ う 

に，最終的にはトップマネジメントによって 決 

定 される。 経営目標にはさまざまなものがあ る 

が， もっとも代表的なのが 利益目標であ る。 い 

か ンこ 自由裁量の余地があ る営利企業といえども 

利益目標を少なくとも 企業内部の利害者集団に 

公表しないことは 非現実であ ろう。 第二に ， 目 

標 利益の水準に 関係なく，経営者はまずこの 目 

標を達成すべく 最大の努力を 傾げ，それにかな 

う ような組織設計を 行な う であ ろう。 その上で 

他のさまざまな 目標に傾注するのであ る。 管理 

会計における 多重目標の概俳を 用いれば，利益 

目標が最上位目標であ って，その他はそれの 下 

位目標であ る "0 本稿では下位目標の 選択およ 

び達成に関してほ 言及しないことにする。 なぜ 

ならば，後ほど 明らかにする よう に，利益目標 

9) 井尻 [3] を参照。 

の 達成に経営者が 最大限の努力をはもうことに 

よって， ともかくも統制の 範囲および階層 数 で 

表わされる組織構造が 決定されるからであ る。 

このように，利益目標の 達成を第一義に 経営す 

る企業行動を ，一般的に，「目標達成化仮説」と 

呼ぶことにする。 この仮説は，サイモンの「 満 

足化 仮説」 と類似している。 どちらも不確実な 

組織環境を想定しているが ，満足代仮説では ， 

目標水準がどのような 要因で決定されるかをモ 

デル化しえないために ，理念的なフレームワー 

ク は とどまって操作可能な 理論形成をさまた げ 

ている。 それに対して ， 目標達成化仮説では ， 

経営者は不確実な 環境下にあ りながらも，少な 

くとも一定の 目標を達成する 可能性をできるだ 

け 高めるよ う に行動する。 したがって，われわ 

れのこの「目標達成化仮説」は ， きわめて行動 

科学的な「満足化仮説」に ，現実の経営的あ る 

いほ 管理会計的視点を 導入したものといえるで 

あ ろう。 第一と第二の 考察から， 「目標達成化 

仮説」を次のように 定義することができる ，。 ' 。 

( 定義コ 目標達成化仮説とは ，少なくとも 一 

定の目標利益が 達成される確率を 最大にする よ 

う に，経営者は 組織構造を決定することをい 

ぅ 。 

企業は， 目標達成化仮説に 従って組織行動を 

すると仮定し ， 次に企業組織のモデル 化を行な 

う 。 本稿の基礎的組織 モヂか は ， ゥ メリアムソ 

ン [8] に倣ったもので ，記号もそれとの 対比を 

可能にするためにできるだ け 同じものを用いる 

ことにする。 

s 王統制の範囲。 階層組織構造の 各階層にお 

ける統制の範囲は 一定とする。 

Ⅳ。 二第ど 番目の管理者 (2=1 は 最高経営者 ) 

あ るいは従業員の 人数。 明らか ヰこ， 慌は ，が -, 
に 等しい。 

れ = 階層 数 。 

10)  以下の定義は ， 本論文の主題であ る利益目標と 

組織構造の関連性の 中での定義であ り， もっと 
一般的に「目標達成化仮説」を 定義することも 
可能であ る。 
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タ 三生産物の価格。 ウィリアムソン と 異なっ 

て，われわれ ば ，不確実な組織環境 ( あ るいは 

市場環境 ) を考えているので ，戸は確率変数で 

あ って，その密度関数を /(f>) とする。 

辺 。 二 最下位の従業員の 賃金。 

四 ， 二 薬石番目の管理者の 賃金。 第ど 番目は， 

第沖 1 番目よりも 俘倍 だ け 多くの賃金を 受け 

取ると仮定すると ， 側 。 は ，ひ 。 p""' ㏄ ノ 1) とな 

る。 

r 二 単位あ たり生産量の 非賃金費用，各管理 

者 は，そのすぐ 下位に配置されている 管理者あ 

るいは従業員を 管理統率するわけであ るが，統 

制範囲が広くなるほど ，統制ロスが 大 ぎくなる 

と考えられる。 この ょう なロスはⅠの 増大とし 

て 出現するであ ろう。 しかも，統制範囲に 応じ 

て逓増するであ ろう。 したがって ， ㌃は蓋の関 

数であ って ，ソ (s) ノ 0, ダ (s) ノ 0 と仮定するこ 

とができる ", 。 

0 二 生産量。 これは，最下位労働者の 仕事量 

の総和であ るから，各人が 1 単位の生産を 行ほ 

うとすると，最下位の 労働者数 5"", となる。 

以上の記号を 用いると，企業の 総利益 T は， 

  

T Ⅰ二手タ ア -1 一目 辿 。 コニ り れ 一 Ⅰ Q 
、 - Ⅰ 

  
二 タタ -1 一ヱ W0 把 - ぜ -,- ㌃Ⅰ れ一 1 

i 一 Ⅰ 

@ り れ 「 S れ一 1 。 ・ 1@ 
二ヵ 呼 "' 一脚 0 一 -@  s タ 一 " @ 8  十側 0 S-  一ド 8   

となる。 

タは 確率変数であ るから， T も確率変数であ 

る。 利益 T が 負 となるような 価格 クめ 実現 値 

が 生ずれば，企業は 操業を停止するであ ろう。 

したがって ，タと T の関係を次のように 仮定 

することができる。 

0 

  
戸苫 "- 、 一万キ筈 号テ (s" 一戸 ") 一門Ⅰ "-,,  
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し
 

タ
操
 

  戸
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戸
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ば
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（
 

 
 

 
 

 
 一
 T
 

 
 

次
 

戸
 
万
一
 

一
の
 

/( フケ Ⅰ dp  """ 拐 T  二 /( タ ) ダ印二ダ ""/ （ 卍 - 片 ぞ託 - は用り 
まとめると， 

Ⅰ ぐタ )czf,, T 二 0 

g ， (T)=   51-"/ （ 卍 - ザぎ許 - ㈹ り 十 r,  T ノ 0 

11)  このような統制ロスの 導入の方法は ， ウィリア 
ムソン と 異なっている。 ウィリアムソ シ では， 

r は一定で， 統制ロスは生産量の 減少として 

定義されている。 しかし，現実の 財務指標の中 
で， 企業が統制ロスとして 認識しているのは ， 

明らかに， 単位生産量あ たりの非賃金費用であ 
ろ う 。 

12)  この仮定は， 固定費用がゼロということと 同値 
* ビ し の る 0 
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目標利益を， Ce ノ 0) とする。 T が少なくとも e であ る確率は ， 

P[T 嚢 e] 二丁     寸 - ザ卍 - 升 モぎ訳、 -( 引 "), り "T 

， / 二， - 竹 + 抄 ln て %/( さ一戸 ) Ⅰ (1 ー ( 月 /s) れ )+ Ⅰ /( タ ) メタ 

目標達成化仮説は ， この確率をれと ，につ したがって ， 

いて最大化することに 他ならない。 したがって 

ここの最大化は ， N 二ダ 一ェ J-@  1 (3) 

となる。 経営者は，企業規模を 所与として， 合 s, "i",, れ 、 -" Ⅱ - 了一 理 : 月 。 (,-- く旦 タ )"),r 。 ，， 
理的な組織設計をすると 考える。 企業規模 N 

と 同値であ る。 は 組織構造と関係がないという ウ， ドワード の 

いま，企業規模 N  を管理者および 従業員の 実証結果から 企業規模を所与としてもさしつか 

総人数と定義すると ， えないであ ろう 0 この ょう に，同一規模の 組織 

    
N= 三仙二三が -, 

間 関係を取り扱うものとすると ， (3) 式を (2H に 

う =1 i 手 Ⅰ 代入すれば， この最大化は ， 
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と 同値であ る 0 ここで， 

ん 0)= 一一一 $ 一 月   1 一一 %             
は， S のみの関数であ る。 

さて， (4) 式で最小化すべ き 式の苫に関する 導 

関数を， 

1-N 
G(.e,s@) 二 e 

(NG 一 Ⅰ ) 十 1)' 
+h'(s)@+r'(s)@ (3) 

とおいて，陰関数 G(e,s) 二 0 を， $ を e の陽 

関数 s= 笏 (e) として表わすことができると 仮 

定する。 したがって，陰関数の 定理から， 

ん 5 一 G,   
援 e G, 

となる。 

通常の企業組織の 場合には，極小条件 G, ノ 0 

13) 本稿の付録 A で証明されている。 

が 成立する， つ 。 また， G 。 ニ N(l-N(N(S-l)+,ly2 。 く O 

より， 

% ノ O 
となる。 したがって ， 1 の最後で主張された 命 

題が証明された。 これを厳密な 定理の形で表現 

しておく。 

( 定理 1 コ 一定の企業規模のもとで ， 目標 利 

益 が増大すると ，統制の範囲は 大きくなり，階 

層 数は少なくなる。 

1 の表 1 にまとめた環境および 機能面での 統 

一理論と ( 定理 1 コ とを組み合わせることによ 

り，包括的な 環境・機能，構造の 統一理論が確 

立 する。 これを表 2 に掲げる。 

この理論構造を 用いることにより ， 1 で述べ 

た ， ウッド ヮ一 ド ，バーソ ズ ニスト一カⅠ 安 

積 他の三つの実証結果に 対して理論的つながり 
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が 可能となる。 まず，ウッドワード は ついてほ， 

(4 ト仙一 (6), ㈲という関係が 説明できる。 バー 

ンズニスト一カーは ， (3 ト仙一 (6), ㈲であ り， 

安積地 は ，㈲ 一 ㈲ 一 (6), (,) であ る。 これら ほ ， 

いずれも (1) 利益指向という 要因を媒介変数と 

して， その関係が正当化されるのであ る。 

さらⅤ こ ，いまだに実証研究が 行なわれていな 

い組織の機能刑部門と 構造の関連性 ( ②と (6), 

(7)) などの理論的予想が 可能となる。 

表 2  環境・機能・ 構造の理論システム 

㈹利益指向 大 中 り Ⅱ   販 売 製 造 

  大 中 ⅡⅡ 

単品生産あ る大規模 " ソ チ連続・ 装 
(4) 技 術 ぃは 小規模 バ 生産あ るいは直生産 

ソ チ生産 大量生産 

経済成長 
㈲ 率 ( 社会 ⅡⅡ 中 大 
経済 ) 

の囲 （） 紡錘 。 ， 帯 り 大 中   

㈲階層 数 ⅡⅡ 中 大 

I11. 目標達成化仮説と 伝統的仮説 

Ⅱまで，特に 表 2 で統一的な理論を 確立しえ 

た段階で本稿の 主たる目的は 遂げたわげであ る 

が，「目標達成化仮説」という 新しい企業行動仮 

説を提唱した 責任上，従来の 行動仮説，特に ， 

利潤極大化仮説および 売上高最大化仮説との 関 

通性を明らかにしておかねばならないであ ろ 

う。 すでに指摘したように ，目標達成化仮説は ， 

現実の企業経営が 広範な管理会計の 手法を導入 

している点を 勘案強調する。 したがって， きわ 

めて心理学的，哲学的な 従来の行動仮説と ，十 

分現実性をもつこの 目標達成化仮説の 差異をし 

らべることは ， 目標達成化仮説に 次いで現実的 

な仮説は何であ るかを明らかにし ぅ ることから 

も，興味あ る問題となるであ ろう。 

各仮説の関連を 調べる前に ， 目標達成化仮説 

に関する同値命題を 証明する。 

能 な限り低い製品価格 戸ニ 血で達成できるよ う 

に組織設計することと 同値であ る。 

( 証明 ) 

㎝ 式 ょり ， 

伸 ， cl-" 。 " 。 廿 ㎡ 、 - ばり，「 
一方， 目標達成化仮説は ， (1 拭 より   

， 、 ，， -" 十砂 。 ，壬す ( 、 -(7") 廿 
を ㍉れに関して 最小化することに 他ならない。 

いま，確率変数 タの 実現 値 かが得られたと 

する。 命題 1 より明らかに ， タ 0 くみならば， 目 

標利益 は 達成できない。 同様に， 角主 p, なら 

ば ， 達成可能であ る。 さて， 以下ではか 韮 み 

の場合を考え ， 目標達成化仮説と 利潤極大化仮 

説の関連性に 関する命題を 証明しょう。 

( 命題 2 コ か二 A ならば，利潤極大化行動と 

目標達成化行動は ， 同一の組織構造を 与える。 

( 証明 ) 

Ⅲ 式 より， 

(5" 一戸 ") 一れ 苫 ""' T= タ 0%-1 一 竿 ， ㍉ 
， 戸 。 s"-,-,"-,( ヂ音億 - く 与ア Ⅱ。 づ 

一定の企業規模Ⅳのもとでは ， (3) 式と (4) 式 

より 

N(5-- つニト Ⅰ 
T= 

3 
( 戸 0 一九 (5) 一 Ⅰ (5)) 

となる。 

いま， 

ん T Nss 一 N ㏄ 一 1) 一ェ     
ん S 

く ノ ラ 0 一ん 一 Ⅰ》 
3 2 

  N(s 一 l)+ 工 
( Ⅴ + ソ ) 二 0 

  

の解が唯一の 解 $ 二 s0 をもつとすると ，通常の 

企業組織の場合，極大条件「Ⅱ $) く 0 が成立す 

る， 4) 。 したがって ， 

( 命題 u  目標達成化仮説は ， 目標利益を可 14) 本稿の付録 B で証明されている。 
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一
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十ん 十 r ） （ 

となるから， 各 かに対して (6) 式は唯一の極大 

値Ⅰ 二 s0 が存在する。 

一方，㈲ 式よ り， G(,, め二 0 の解を， S 二 ふと 

すると，命題 ェ ょり， 

み二 
(N( ぁ 一丁 ) 十吟 '( Ⅴ ( ぁ ) 十ソ GJ) 

Ⅳ一エ 

X 
St 

NN ㏄ 一 1)+ ェ 
十ん ( 瓦 ) 十 Ⅰ G,)  (7) 

タ 0 二 A  ならば， (6) 式と (7) 式よ り， 50 二ぁとな 

る。 

( 命題 3 コ 血ノ かならば，利潤極大化仮説の 

方が目標達成化仮説よりも 統制の範囲が 広く， 

階層 数は 少ない。 

( 証明 ) 

(6) 武と (7) 式は， 次のように 書 げる。 

タ 0 Ⅰ (N(s0 品 ど Ⅰ ェ )s0( Ⅴ G0) 十ソ G0)) 
十ん (50) 十 Ⅰ (50) (6)' 

    
  ）

 
）
 
J
,
 

（
 
 
 
十
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に
下
Ⅰ
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几
 

Ⅰ
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s
,
 

）
 
ヰ
 
Ⅰ
 

十
 
）
 r
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工
 

s
,
-
-
 

N
-
-
 

（
 
N
 （
 一 一
 

戸
 

十九 (5.)+ Ⅰ (5,) (7/ 

い ま ， & ノ s0 と仮定すると 

(N(& 元三毛 十 1%, ノ (NO0 号 圭 )1 千ェ )S0 
また，付録 A よ り ， Ⅴ + ダ ン 0 ゆえ， 

Ⅴ G,) 十ダ侭， ) ノ Ⅴ (50) 十ソ (50) 

さらに，付録 B より， 

ん (s,) 十 r(s,) ノん (s0) 十 Ⅰ (s0) 

したがって， (6), 式 (7), 式 より， ハンタ 0 となる。 

( 命題 4 コ 目標達成化説の 平均非賃金費用 は 

利潤極大化仮説のそれより 小さい。 すなわち， 

利潤極大化仮説の 方がょり大きな 統制ロスを甘 

受する。 

( 証明 ) 

命題 3 より， $ 。 ノ 5, であ る。 一方「 (5) は， 

単調増加関数ゆえ ， イ so) ノ ㎡めとなる。 

( 命題 5 コ 目標達成化仮説の 生産量は，利潤 
極大化仮説のそれより 少ない。 

( 証明 ) 

Ⅲ 式と ㈲ 式 より，生産量 0 は， 

0  二 ㍗ - 、 二 NO 一 % 十 Ⅰ = 工 (l 円 N) 十 N 
    

したがって，命題 3 より， s0 ノ塊 ゆえ 

Ⅰ 0 打 億の -1 ノ軽 れけ ， )-1 

売上高最大化仮説は ，生産物価格が 操作可能 

な前提に立っているため ，本稿の モヂル では， 
目標達成化仮説や 利潤極大化仮説と 直接の比較 

を 行な う ことはできないが ，いま一定の 価格 

タ 0 のもとで， 利潤を固定したときの 売上高最 

大，すなわち 生産量最大を 行な う ものと仮定し 

ょ 5 。 

( 命題 6 コ 売上高最大化仮説の ，生産量，統 

制の範囲，統制ロスは ，利潤極大化仮説のそれ 

ぞれより 大 ぎく，階層数は 逆に小さい。 

( 証明 ) 

売上高最大化仮説の 生産量は，明らかに ， 利 

潤 極大化仮説のそれより 大きい。 したがって， 

命題 5 の証明より，統制の 範囲は大きく ，命題 

4 より統制ロスは 大きい。 また一定の企業規模 

を仮定しているから ，売上高最大化仮説の 階層 
数の方が小さい。 

以上の命題 3, 4, 5, 6 をまとめると ，三つの 

企業行動仮説を 表 3 のように表わすことができ 

る。 

表 3 三つの企業行動仮説の 比較 

統制の範囲 階層 数 統制ロス 生産量 

利潤極大 中 中 中 中 

目標達成 り、 大 ⅡⅡ ⅡⅡ 

売上高最大 大 Ⅱ 大 大 

表 3 より，利潤極大化仮説の 方が，売上高最 

大化仮定よりも ， 目標達成化仮説にもとづく 組 
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織 構造および経済成果に 近似している。 われわ 

れは， 目標達成化仮説が 十分現実的な 仮説であ 

ると確信しているので ，ボーモルが 広範な実態 

調査にもとづいて ，売上高最大化仮説を 提唱し 

たにもかかわらず ，実際には， まだしも利潤 極 

大化仮説の方が 現実的といえ よう 。 経営者は， 

極大利潤が何たるかを 知りえない。 したがっ 

て，ボーモルの 利潤極大 か 売上高最大かという 

質問に対して ，多くの経営者が 後者を選んだこ 

とは，思えば 自明の理といえるのではないだろ 

うか。 もし，われわれの 提唱する目標達成化仮 

説を代替 案 として書き加えるならば ，綿密な経 

営計画によって 管理運営されている 現代の優良 

企業の経営者は ， 目標達成化仮説に 軍配をあ げ 

るのではないかと 思われる 0 したがって，今後 

の研究テーマとしては ，広範なアンケートおよ 

びインタビュ 一調査によって ， この仮説を実証 

することが求められる。 

ィ 寸 録 A 

  
L(s 、 )=e 

7 時「 (s-@  吟 +  Ⅰ 
十 ん (s) 十 r(s) 

二ゐ (5) 十ん (5) 十 Ⅰ (D 

とおく。 

明らかに， ば (s) く 0 ，び (S) ノ 0 であ る 0 次に， 

通常の企業組織の 場合， ん (5) は近似的に ， 

ん 1( 藪 )= 穏 s 一戸 ば 
に 等しい。 また，経験的事実によってタ ン 月で 

あ る (Williamson[8])0 したがって 伍 ， (s) く 0, 

伍 "(s) ノ 0 であ るから，Ⅴ Cs) く 0 ， 伊 (S) ノ 0 と 

考えてさしつかえない。 さらに， r についての 

仮定から， 

ん "Cs) 二 ㍗ (s)+ 戸㏄ ) 十ダ (5) ノ 0 

したがって， L(5) を最小にするような 唯一 

の s の値が存在する。 

ィ寸 圭議 B 

八 K(s 一 U  +  Ⅰ 
T= 

3 
くク 0 一九 (5) 一 Ⅰ (5)) 

二 2(5)( ク n 一ん (J) 一 Ⅰ ()) 

とおく。 

明らかに， グノ 0 ，㍗ く 0 であ る。 

ところで， ん (5) 十八 5) は，生産量 工 単位あ た 

りの平均費用であ るから，平均費用が 減少して 

いるような タ は， T の最大値を与えない。 と 

いうのは， s をより 大 ぎくすることによって ， 

利益を増すことができるからであ る 0 したがっ 

て ， Ⅴ 十ノン 0 となるような S の値のみが T の 

最大値を与える 可能性があ る。 さらに，企業は 

負の利益では 操業しないから ， タ n 一片一Ⅰ ノ 0 で 

あ る 0 したがって ， 

T げ二 ㍗ ( 戸 0 一ん 一 Ⅰ ) 一 2 グ ( Ⅴ一ソ ) 

一 a( ん % 十 Ⅰ ") く 0 

となる。 

したがって ， T を最大にするような 唯一の s 

の値が存在する。 
( 横浜国立大学経営学部助教授 コ 
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